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第1章 序論



第1章 序論

，. ， 研究の背景

近年、 都市の郊外部における大型府の出庖攻勢の影響から、駐車場数や臼動r1ïでのアクセスに

難のある中心市街地の商府街では大きな打撃を受け、空き!苫舗や空きテナントが朋加するなど、商

庖街の衰退が全国的な社会問題にもなっている。

また同時に都心の市街地では、 バブル崩壊以後の景気の低迷の影響を受け、 宅きオフィスのWI

加や低未利用地の点在が起こるなど、 空洞化が著しい。さらに都心の周縁部にr Iを転じると、 若

朽化した木造住宅が市街地を形成しており、 通風や日照など環境面での質の低ドや、 幅員41TI未

満の狭い道路が入り組んでいるため緊急自動車の進入がIAsI難になるなど、住環境としての段々な

課題を胞えている。このような面的整備が遅れたために木造建物が密集し、 多くの細街路が残作

している既成密集市街地においては、 防災的な側面からの改善が急がれているところである。

一方、 公営住宅地区や公団住宅地区など公的機関によって整備が行われてきた市街地で、は、 道

路、 公園、 下水道などの都市インフラの整備率は高く、 また隣棟間隔や戸数密度等は標準設計に

-づいて建設され、 日照や通風など最低限の住環境は確保されている。しかしながら高度成長期

に大量に供給された住宅団地では、 今日では建物や設備の老朽化が進み、 過疎化が進んだ地ノj都

市や産業衰退により人nが激減した産業都市などでは、 空き家が増加しており、 大規模な修繕や

建て替えも含めた地区の再編が大きな課題となっている。

このような既成市街地の生活環境整備を進めていくためには、地区の特性をきめこまかく氾撮

することが必要である。

一般的に住環境評価の尺度としては、 世帯密度、 人口密度といった居住水準に関するもの、 道

路率や道路線密度といった道路整備状況に関するもの、 地区答積率、 老桁木造棟数率といった敷

地や建物の状況に関するもの、 などがあげられ、 補助事業の採択要件としてこれらの指標が別い

られている。しかしながら住環境を規定するものは、 必ずしも上記にあげたような定量的な価値

基準だけではなく、 コミュニティ意識の成熟度や緑の育成状況など定性的な要肉も考慮に入れな

ければならない。既成密集市街地や地区改善の必要性のある公的住宅地区においては、 このよう

な住環境規定要因を包括的に評価し、 地区の特性を抱握する手法が求められている。

さてこれらの計画を立案していくためには、今円では、「参加型」とよばれるまちづくりが求め

られている。例えば、1992年の都市計画法改正における都市計画マスタープランの制度創設があ

げられる。この制度は、 都市計画の分野において、 市町村の主導性を認め、 地域に適応したマス

タープランを 「住民参加Jのもとに策定する制度であり、 今後の地方分権の社会の中では地ノ'J(I

治体が独自の都市戦略を推進していく上で、大きな契機であると言える。都市計Idlïマスタープラノ

だけでなく、 自治体の総合計画や、 先に述べた地区レベルの計画立案や、 住環境整備事業などの

住環境改善の計画立案の際には幅広い「住民参加」が求められている。これまでのように、 行政

側のトップダウン的な手法ではなく、 住民が主体となって発案し、 計画を立案するボトムアップ



的な計画手法へとシフトしているのである。しかしげ都闘の臼治体と逃い、 九州のような地点の

自治体では、 住民参加の仕組みゃ方策についての経験が少なく、 また第3符的立場で作民参)J[Iの

技術を指導できる指導者も少ないことから、 都市計IOIÎマスタープランの策定においてもアンケー

ト等で形式的な住民参加をおこなっているところも少なくないのが実状で、 これら参加の下法を

明らかにしていくことが必要になっている。

また、 現在、 多くの地方都市では、 都市計画区域外での乱開発の進展、 用途未指定地域での単

体規制の限界、 線引きの見直し論等、 地方都市特有の課題に直面している。このような課題に対

して、 中央で議論されている全国画一的な都市計画の体系や基準はもはや、 地万の実状にあわな

くなってきている部分もある。いず れ地方分権という時代の中で、 都市計阿の権限もj!1目次地}jに

委ねられてくるが、 その際には地方都市の実状に即した都市計画の論珂を展開していく必要に迫

られていると言ってもよい。

今後、 地方分権型社会へと移行していく中で、 特に地方都市においては、 住民主体の都市計阿

を推進していく必要があると考えられ、マスタープラン策定段階や具体的事業の計画立案におけ

る住民参加の実態を把握し、効果的な事業へとつながるための参加型計画手法を提示することが

求められている。

1. 2 研究の目的

そこで本研究では、 市街地の環境整備や再編手法を検討し、 計画立案手法を住民参加の視点か

ら論じるために、 第1に公的基盤整備地区を対象として、 これまでに取られてきた都市政策、 住

宅政策の評価を通してその地区の再編手法を検討すること、第2には面的整備が実施されていな

い基盤整備が遅れた地区を対象として、街区特性、道路特性の2つの側面から市街地を評価し、地

区の再編手法を検討すること、第3には策定過程において住民参加が義務づけられた都市計両マ

スタープランを対象として、自治体が選択した策定プロセスと住民参加手法の関係や特徴を検討

することを目的とする。

1. 3 論文の構成

本論文は序論と総括を含む5章で構成されている。

まず第1章では序論として、 研究の背景・目的、 論文の構成を整理するとともに、 既往の研究

から本論文の意義について述べている。

第2章では、 公的基盤整備地区を対象として住環境の現状や課題を比較分析し、 公的基盤整備

地区の今後の地区更新や地区再編の方策を提案した。

具体的には九州筑豊地域と北海道空知地域の旧産炭地域を分析素材として、両地域の現況を人

- 2 -



口構造、 産業構造、 住民交流精造の3点からマクロ的に比較考察し、 地域防造の特徴、 相違点を

明らかにした。次に石炭産業衰退後の産炭地域振興政策が刻化の都市本昔話に与えた影響や効果に

ついて分析し、 両地域で、の産炭地域娠興政策を評価した。 さらに市街地の公的法幣整備地|足を対

象として、 閉山後から現在までの整備状況を整理し、 地区の課題をqJjらかにするとともに、 今後

の整備方策について検討を行った。

まず、 両地域ともに急速な成長と公営住宅を中心とした公的基盤整備が進行しており、 ゾiそ

の後、 長期間にわたる衰退を経験した点では共通していることを指摘し、 ついで閉山後に取られ

た都市政策の相違が、 現在の都市基盤整備の充実度および公的基盤整備地区の課題に大きな泣い

として表れたことを明らかにした。

また空知地域では、 公的基盤整備地区の統合、 他用途への再利用といった転換を凶り、 分散化

する市街地を集約し、行政サービスの効率化を推進することが必要であることを述べた。 ーノJ筑

豊地域では、 公的基盤整備地区周辺の公共事業との機能的連携や高齢者福祉胞策や中心市街地活

性化施策等との整合を図りながら、 整備プログラムを展開する必要があることを指摘した。

さらに、 今後住宅都市として再生する可能性が高いことを指摘し、 従って大都市では得られな

い住宅まわりの住環境の質を高めると共に、教育や文化水準も含めた地域の魅力を高めていく必

要性を提示した。そのためには住民参加と環境改善の連擦が必要であることについても言及した。

般に、 インフラ整備の遅れた地万中小都市においては、 このような先行して公的基税が整備

された地区を含めて都市全体として再編していく観点の計阿が、 都市機能の回復、 充実のために

効であることを示した。

第3章では第2章で対象とした公的基盤整備地区とは対称的な面的整備が実施されていない民

地の集合体である既成密集市街地を対象とし、 街区や道路の特性から市街地を評価し、 生活環境

上の課題を明らかにした上で、 地区再編の方策を提案した。

自体的には、 北九州市の密集住宅市街地を分析対象にして、 7つの典1型的な既成密集市街地を

抽出し、 各地区について建物や土地利用等のデータを収集し、 現状の分析を行った。 街区単位で

人口、 土地利用、 建物現況等の物埋的条件を数量化し、 主成分分析を用いて街区の類、製化を行う

とともに、 道路現況について現地調査で得られたデータから数量化皿類分析を用いて道路の類別

化を行った。最後に街区タイプと道路タイプの類型化を受け、対象市街地における街区タイプ、道

路タイプの分布特性を分析することで市街地の特性や課題を明らかにし、各対象地区における地

区再編への方策を提示した。

まず、 既成密集市街地内の街区は、 低層木造密集、 中高層密集、 用途混介、 低!再戸建、 公共系

用途、 の5タイプに分類、できること、 既成密集市街地内の道路特性は、 幹線道路、 緑化誘導、 ブ

ロック・緑化、 狭|溢緑多、 狭|溢緑少の5タイプに分類、できることを明らかにした。

ついで、 今後、 密集市街地において事業の可能性を検討する段階では、 このような地灰の多段

な特性を詳細に担握し、特性に即した再編プログラムを構築していく必要があることを指摘した。

また狭|溢緑多の道路タイプで低層木造密集の街区タイプをもっ地区では、住民が向主的に緑を育

成するなど環境形成に大きく貢献していることを明らかにした。 従って、 地域の環境向上に寄与

- 3 -



していくのは地域住民であり、協調的な住環境形成に向けた積極的な住民参加!と地I志の特↑生に}Jむ

じた再編プログラムの両者が事業のプロセスの中で有機的に連携すれば、より効果的な絡集市街

地の再生につながると提示した。

さらに、その課題の改善へ向けた発意を起こすのは、住民の役割であり、その発意に対して、行

政側が応え、 密集市街地の再生へ向けて住民・行政の双方がお互いに議論しながら地区の将米像

を描いていくというプロセスが求められることを指摘した。

第4章では、 計画づくりにおける住民参加の実態とその課題を明らかにするため、 策定プロセ

スの中で住民参加が義務づけられている都市計画マスタープランを取り上げた。

都市計画マスターフランを策定する地方都市において、その目的や策定プロセスでの課題等を

明らかにするために九州地域の自治体に対するアンケート調査を行い、その策定動向を検討した。

次に各自治体の策定プロセスと住民参加方法の関係 や特徴を明らかにするために、「全体精怨」と

「地域別構想」策定の有無や策定時期などの関係から、策定プロセスのタイプ分けを行った。さら

に住民参加手法を「素案作成段階」及び「素案提示後」における参加手法の組み合わせの観点か

ら大きく4つの型の8つのタイプに分類し、 その特徴を明らかにした。

まず、策定プロセスについては「地域別構想Jを策定するかどうか及び全体精想のスケジュー

ルの中での策定時期とが大きな選択肢になっていることを明らかにした。特に地ノゴ都市において

は「全体J と「地域」という考え方にあまりレベル差がなく、 このような都市では、「全体構知、J

と「地域別構想」の両者の「同時進行型」で計画策定を行っている傾向にあった。

また、地方小都市では、全体構想、のみで策定を行うケースもありえることを指摘し、その際は、

全体構想、が地域の詳細な計画までカバーすることが必要で地域の細かい意見を汲み取る必要があ

り、 幅広い住民参加が不可欠となることを指摘した。

さらに、住民参加の手法については、行政主導型、素案作成段階重視型、素案作成後重視型、 2

段階重視型の4つの型に分類、できることが明らかにし、地方小都市においては策定する自治体制IJ

も参加する住民側も住民参加に対する意識が弱く、経験も少ないことが住民参加の実行はもちろ

んのこと、 その手法の選択において大きな壁になっていることを明らかにした。 その意味でも作

治体が「全体構想、と地域別構想の関係」や「策定における参加住民の役割Jを明確に整問し、地

域の課題にあった手法を組み合わせて選択する必要があることを提示した。

第5章は総括として、 各章の結論をまとめている。

1. 4 既往の研究

，. 4. ， 公的基盤整備地区の住環境に関する既往の研究

公的基盤整備地区の住環境や住民参加に関する既往の研究としては以ドがあげられる。

( 1 )公的基盤整備地区の事業 や計画について述べたもの
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公営住宅や改良住宅の事業や計画に関する研究としては、 不良1t宅地区改良事業を通して郡山

基盤整備の上に段階的に建設された公営住宅のプロセスを解明した点野仙の研究1)、 全い�I 7部，11'

でおこなわれた改良住宅事業の歴史的変遷をレビューし、地築空間の空間111'-]特性をゆlらかにした

安藤他の研究2)、 改良住宅地区における共用空間のl片千fの実態を明らかにした同じく安雌仙の研

究:l)、 前面空地に着目して既成市街地の中での公営住宅の住替計画について論じた西村他の研究

4)、 戻り入居者への調査より建替前後の住環境を評価し、 事業の仕組みと関連づけて分析をおこ

なった竹原他の研究5)、 和歌山県の改良住宅を対象として、 ワークショップを中心とした改良住

宅の再生事業のプロセスについて論じた平山の研究6)などがあげ、られる。

( 2 )公営住宅の建替や改良における住民参加について述べたもの

公営住宅の建替や改良における住民参加に関する研究としては、団地史新計州への肘イ主将参加l

の必要性について論じた瀬戸口の研究ï)、 建替団地の更新計画における居住者の計阿への参加プ

ロセスやコラボレーションについて論じた山田他の研究H)、 公団団地の環境整備事業における住

民のコラボレーションについて論じた福田他の研究9)、 建替計画策定への住民参加の意義とワー

クショップの意味をソーシャルサポートの視点から明らかにした村田他の研究10)などがあげられ

る。

また旧産炭地域の住環境や市街地整備に関する既往の研究としては以下があげられる。

( 3 )炭鉱住宅について論じたもの

炭鉱住宅に関する研究としては、北海道における炭鉱住宅の平面形式や集落形態について陀史

的な変遷を論じた駒木の一連の研究1 I)�16)、全国の主要炭鉱の炭鉱住宅についてその平面形式の変

遷について論じた本田他の研究IÎ)�19)、企業運営の視点から企業集落ごとに炭鉱住宅の展開を考察

した安武他の研究20)などがあげられる。

(4)産炭地域の住環境について論じたもの

産炭地域の住環境一般に関する研究としては、 九州筑豊地域における住環境整備について論じ

た大貝の論述2 1)、 北海道における住環境整備の動きについて論じた瀬戸口の論述22)、 北海道空知

地域の住環境整備を九州筑豊地域との比較によって論じた今野の論述2:l)、福岡県大牟旧rlrにおけ

る住宅地区改良事業の概要と課題について論じた井上他の論述24)があげられる。

( 5 )市街地整備について論じたもの

市街地整備に関する研究としては、企業都市における市街地整備を企業による都市施設整備の

視点から論じた篠部・瀬口の一連の研究25)� 29)、北海道空知地域における公的伶宅地区の課題と整

備方策について論じた今野・椿谷の一連の研究叩)-36)、北海道空知地域と九州筑豊地域の公的住宅

地区の比較から住環境整備の課題と方向性を論じた瀬戸口他3;)の研究があげられる。

( 6 )都市構造について論じたもの

都市構造に関する研究としては、北海道空知地域の自治体を対象として広域拠点施設を核とし

たネットワーク型都市構造について論じた松岡他の研究川、成熟社会に対応したコンパクトシティ

への再編計画論について論じた奈良他の研究39)があげ-られる。

FHJ
 



1. 4. 2 密集市街地の住環境に関する既往の研究

密集市街地の住環境に関する既往の研究としては以下があげられる。

( 1 ) 住環境整備の概念や制度の課題について論じたもの

住環境整備の概念や制度の課題について一般的に論じたものとしては、住環境幣備の概念を樫

理し、 今後の展望を述べた高見沢40)の論述、 これまでの住環境整備の実践を評価し新たな枠組み

について述べた佐藤の論述41)、住環境整備の政策化の課題について述べた同じく{伯雄の論述42)、!日j

和地区の住環境整備事業を通じて今後の一般地区の住環境整備への展開を論じた内川の論述1:1)、密

集市街地の住環境整備と最近の建築規制緩和の動きを関連づけて述べた中井の論述44)、住環境4警

備と地域コミュニティについて論じた松本の論述 45)などがある。

( 2 ) 事業の事例や評価について論じたもの

特定の事業について評価を行った研究としては、コミュニティ住環境整備事業をその進捗状況

から評価した佐藤他の研究46)、小集落地区改良事業を生活者の行動や地区の維持管理活動などの

「地域固有の生活価値」という尺度で評価を行った白石他47)の研究、密集既成市街地の改善弔問整

備という視点から小規模区画整理の可能性や課題について述べた今西の研究州、名古屋市におけ

る密集 住宅市街地整備促進事業制度と区画整理事業の合併施行の事例を述べた松山の論述49)など

があげられる。

( 3 )市街地の街区環境評価について論じたもの

市街地の街区環境に関する研究の中でも、 特に街区を定量的に評価したものとして、 宅地と延

べ床面積との比率で表す空地延床比率(=空地面積/建築物延床面積)を用いて評価した商村他

の研究50)、 立体的な用途と日照条件によって街区環境を評価した野嶋他の研究51)印、 直達日射成

分と天空日射成分からなる日照計量モデルと、天空照度宅による採光計量モデルの2つの定量モ

デルを用いて評価した出口他の研究53)などがあげられる。 また低層高密市街地を対象として日照

を確保するため建築形態規制手法を提案した桑田の研究54)、既成市街地での街|又レベルでの他物

配置や形態規制の必要性を指摘した岩田の研究開などがあげられる。

(4)市街地の道路環境について論じたもの

密集市街地の環境を悪化させている原因の1つに細街路問題があるが、 このような市街地の道

路環境について論じたものとしては、首都圏での二項道路の現状や制度の間極点などについて長

年にわたって論じてきた高見沢や小林らによる研究56)�聞がある。また路線単位のヰ整備方式の問題

点を考察し、 狭隆道路整備を通したまちづくりの推進β策を探った土岐の研究側、 道路拡幅整備

に伴う沿道の容積率・延床面積の増滅状況から、 今後の拡幅整備万策について述べた粁間他の研

究61 )、 東京区部で取り組まれている細街路整備施策についてアンケート調査で全符を把屍し、 諸

施策の現状と課題について述べた山崎他の研究62)、狭隆道路拡幅事業の動向を東京都20区へのア

ンケート調査で明らかにした蓑田仙の研究63)などがあげられる。

( 5 ) 住民参加について論じたもの

事業やマスタープランなどにおける参加や合意形成について行った研究としては、住環境整備
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事業地区における目標空間イメージの合怠形成に雫るプロセスを主裂な|刈Injの協議プロセス知明

から考察した早田他の研究64)、住環境整備と住民参加の関係を協議段附で桜町した黒崎の研究6�)、

都市計画マスタープランの中での住環境警備方針の役割について述べた洪の研究陥)などがあげら

れる。

( 6 )市街地の防災的側面から論じたもの

阪神淡路大震災以来、 密集市街地の防災性に関する研究論文が数多く見られる。 東京都の防災

都市づくりと木造密集地区整備について述べた高見沢の論述67)、神戸市基盤未整備地区での後道、

非接道の別に住宅再建の困難性について明らかにした安藤他の研究刷、復興事業における狭陥道

路や狭小敷地の問題について述べた佐藤他69)の研究、 木造密集市街地での火災危険度の予測につ

いて解析した片山他の研究70)、耐震性貯水槽へのアクセス経路の評価をおこなった村上他の研究

71)などがあげられる。

これら既往の研究では例えば上記の(1 )や(2 )では改良事業の完fした地医や、 事業に希

手した地区が対象となる傾向が多い。しかし一般的に密集市街地として認識されてはいるものの、

建物密度や老朽度などの指標値が事業に採択される要件を満たしていない地区も多く、このよう

な事業適用の可能性の低い地区を評価し、その改善方策を導き出すことは今後の大きな課題と言

える。 また密集市街地の物的環境を評価する評価軸として、 市街地内の建物・十.地利用の状況放

び道路の状況の両評価軸から市街地特性を把握する研究は少ない。 上記の(3 )と(4 )の成栄

を結合させ、 街医と道路の両側面から評価できるような手法が求められる。 そこで本研究では街

区を単位とした面的環境からの評価と、道路ノードを単位とした線的環境からの評価の両アプロー

チから、 地区の特性や生活環境上の課題を把握し、 さらに(5 )であげたような住民参加による

市街地再編を念頭に入れながら、今後の地区再編の方策についての示唆を得ることを目的とする。

，. 4. 3 マスタープランと住民参加に関する既往の研究

都市計画マスタープランに関する研究としては以下があげられる。

( 1 )都市計画マスタープランの制度体系や意義・役割について論じたもの

都市計画マスタープランの制度体系や意義・役割等の包指的な研究としては、 現代都市計lùlÎマ

スタープランの直面する課題という観点から都市計画中央審議会答申提案を検討した中井の研究

72)、 都市マスをめぐる現状を用途地域見直しとの関係から見た奥の論述7:!)、 東京23医が策定した

都市整備方針などの計画における地区区分や表現方法を分析し、法改正以後の都市マスの課題を

整理した森村の研究74)、 首都圏の3市区町を事例として取り上げ\総合計阿や整開保と都市マス

との関係について述べた石井他の研究ï�)などがあげられる。

( 2 )都市計画マスタープランの計画論について論じたもの

都市計画マスタープランの計画論について述べたものとしてはまず、総合計阿や整開保などの

上位計画との関係について述べたものがある。 代表的なものとしては、 都市計画区域と市町村

域が同一でない場合に、都市計画区域のマスタープランとしての整開保と向治体マスタープラン
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としての市町村マスタープランの調整の問題を指摘した渡辺の研究川、「幣開似の策定巾(立は複数

の市町村にまたがった広域都市計画医域であることが望ましい」としながらも、 都市計|同I/(城の

多くは市町村区域に一致しているためその役割を果たしていないことを指摘したけl井の研究m、ロ

ンドン都心区の住宅マスタープランを例にとり、 上位・ド位相互の関係を分析し、 F位計IrllÎ策定

の際のβ向性について述べた村木の研究Îí)、未線引きで整rm保がない北海道の地万中小者IS I tjでは

マスタープラン等の都市計画策定基盤に乏しいと指摘した瀬戸口の研究ïR)などがあげられる。ま

た部門別マスタープランとの関係について述べたものとしては、都市マスと住宅マスタープラン

の間の望ましい連携方法と政策内容のあり方について論じた村木の研究79)、 千葉県松戸市での策

定の経験を基に、仙のマスタープラン体系の中での都市マス策定について論じた飯間の研究HO)な

どがあげられる。

( 3 )住民参加の策定フロセスや方法論について論じたもの

都市計画マスタープランにおける住民参加のプロセスや課題に関しては、住民の意思を反映す

るための方法論や参加の段階、策定プロセスにおける住民参加の意味について先進的な事例をも

とに検証することによって述べたものが多い。 代表的なものとして、 市民の関わる段階によって

策定プロセスを4タイプ(í行政ク ローズ型J 1素案提示段階からの関与型J 1現状妃握段階からの

関与型J 1中間段階存在型J)に分類した吉村他の研究81)、 策定システムのデザインへの市民参)111

の実態を明らかにした同じく吉村仙の研究聞があげられる。 また都市の変化に対し、 プランがい

かに素早く対応することができるかというプラン策定手続きの機動性と住民参加の共存の課題を

指摘した前述の中井の研究72)などがあげられる。また先進都市での実際の参加手法について論じ

たものが近年は特に多い。その代表的なものとしては調布市でのワークショップ形式による都，，}

マス策定を評価した大和田の研究州、参加手法の新しいツールとして神奈川県大和市で用いられ

たインターネットの可能性を分析した小林他の研究刷、地域別構想、を策定する際の住民参加の主

体である地域別協議会に着目した村木他の研究85)、以前からの住民参加の形態の1つであった住

ヌ協議会と都市マスの策定における地域協議会の関連について述べた野津他の研究制、市民が自

発的に作成した都市の将来像である市民版マスタープランが都市マス策定に与えた影響を分析し

た坂口他の研究87)、同様に新しい参加手法としての市民版マスタープランの実態について述べた

後藤他の研究開などがあげ‘られる。
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第2章 公的基盤整備地区における住環境の評価と再編手法

2. 1 はじめに

2. ，. ， 研究の背景と目的

戦後の経済復興から高度経済成長へと変化を遂げる中で、我が同の大都市は未曾有の人口集1[1

を体験し、都市圏がスプロール的に近郊都市へと進展しながら高密度な連犯都市が形成されていっ

た。 大都市圏の近郊には増大する住宅需要に応えるために、 公団や自治体の供給公社等による大

規模な集合住宅団地が次々と整備された。 都心のみならず都心近郊においても地価が高騰し、

戸建の住宅を手に入れることが困難な状況を生みだしたことも拍車をかけ、公的機関による集合

住宅は一般的なサラリーマンである中間階層の絶大な支持を受けた。 このようにして各地に公的

団地が大量に供給されたわけであるが、昭和30年代後半から40年代にかけて建設されたものは、

現在では建物や設備の老朽化が顕著となっており、大規模な改修や建て替えが大きな課題となっ

ている。 また人々のライフスタイルや都市の機能が多様化する中で、公的住宅団地地区内体の高

度利用や用途の複合化などが課題となっている。

本章ではこのような公的機関が基盤整備を行った地区(以下:公的基盤整備地区)をターゲッ

トとし、 現在の住環境の現状や課題を整理し、 今後の地区更新や地区再編の方策を傑ることをr I 

的とする。特に近年はこのような公的団地地区の改修や建て替えといった環境整備のプロセスに

居住者や近隣住民が参加する機会が増えており、住民参加の観点から再編方策を提示することを

的とする。

さて、 公的基盤整備地区と言っても、 前述した公団住宅や都道府県営住宅、 市町村営住宅など

多岐にわたる。総務庁統計局が5年に1回行う国勢調査では、 住宅に居住する一般世帯のうち主

世帯を「持ち家」、 「公営の借家」、 「公団・公社の借家」、「民営の借家J、 「給与住宅」の5穐類の

住宅の所有関係によって分類しており、 さらに一般世借として上記の5つに「間借り」を含めた

6種類に分類している。 ここで公的住宅を「公営借家」 と「公団・公社の借家」と規定し、 住宅

に住む一般世帯に占める公的住宅に住む世帯数の割合を公的依存率と定義すると、全国平均が7.3

%、 東京都では9.6%、最も持ち家率が高い富山県では4.0%となっている。 一万福岡県では11. 2 

%と全国平均の約1.5倍、 富山県の約3倍という高い数値を示している。 これは公的住宅への依

存度が高かった旧産炭地域を抱えていることが最大の要閃である。

福岡県における旧産炭地域は戦後から昭和30年代の石炭産業全盛期には多数の労働者を胞えて

いた。 その多くは他地域からの移住者であったため、 炭鉱企業は炭鉱住宅と言われる労働者間の

長屋集合住宅を、 職住が近接する場所に整備し、 いわゆる炭鉱集落が形成された。 炭鉱の閉山後

は不要となった炭鉱住宅を自治体が買い取り、 改良住宅や公営住宅として整備することで、 都職

者の地域からの流出を食い止めるという政策を取ったため、現在でも依然として公的住宅への依

存率が高い。 そこで本章では研究対象地として、 公的住宅のストックが豊富に存在し、 かつ右桁
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化による再整備の課題が最も顕著に表れている旧時炭地域を選んだ。

戦後の経済復興・高度経済成長を支えた旧産炭地域は行j災エネルギーの需要用)JIIで人rlも爆発

的に伸びたが、 政府のエネルギー政策の転換によりほとんどの炭鉱は昭和30作代から40年代に

かけて相次いで閉山された。職を失った炭鉱マンは家族とともに産炭地を去ったため人口は激減

した。基幹産業を失った各都市は社会経済状況が一転し、大きな産業構造の変換を余儀なくされ、

また地域活力は大きく低下し社会構造や地域のコミュニティにも大きな影響を与えた。111産炭地

域への傾斜的な財政支援は政府の優先政策として継続的に取り組まれてきたが、閉山後30年近く

たった今でもその衰退傾向に歯止めはかかっていないのが現状である。平成13年度末までには時

限立法である臨時石炭鉱害復旧法、 産炭地域振興臨時措置法など、 いわゆる石炭六法の期限が切

れ、 産炭地域への国の財政的な振興政策が打ち切られることになっている。

このように旧産炭地域はこれまでの補助金に頼ってきた体質から脱却し、自立した都市経常を

行う必要性に迫られている。これまでの産業誘致優先型の政策から、居住環境整備、高齢者福祉、

景観整備など「生活」や「交流Jに都市政策の焦点が転換しつつあり、 特にその中でも公的住宅

地区の住環境問題は最重要課題である。そこで本章では旧産炭地域における石炭産業衰退以後の

様々な政策を評価する中で、 公的基盤整備地区の課題を明らかにし、 今後の再編方策を検討する

ことを目的とする。

2. 1. 2 既往の研究と本研究の意義

公的基盤整備地区の住環境や住民参加に関する既往の研究としては以下があげられる。

( 1 )公的基盤整備地区の事業や計画について述べたもの

公営住宅や改良住宅の事業や計画に関する研究としては、不良住宅地区改良事業を通して者IS dT 

基盤整備の上に段階的に建設された公営住宅のプロセスを解明した真野他の研究1)、 全国7都市

でおこなわれた改良住宅事業の歴史的変遷をレヒ、ューし、増築空間の空間的特性を明らかにした

安藤他の研究2)、 改良住宅地区における共用空間の占有の実態を明らかにした同じく安厳仙の研

究3)、 前面空地に着目して既成市街地の中での公営住宅の建替計画について論じた丙村他の研究

4)、 戻り入居者への調査より建替前後の住環境を評価し、 事業の仕組みと関連づけて分析をおこ

なった竹原他の研究�)、 和歌山県の改良住宅を対象として、 ワークショップを巾心とした改良住

宅の再生事業のプロセスについて論じた平山の研究6)などがあげ‘られる。

( 2 )公営住宅の建替や改良における住民参加について述べたもの

公営住宅の建替や改良における住民参加に関する研究としては、団地更新計l叫への肘住者参加

の必要性について論じた瀬戸口の研究7)、 建替団地の更新計阿におけるJ，if住者の計|咽への参加プ

ロセスやコラボレーションについて論じた山田他の研究8)、 公団団地の環境整備事業における住

のコラボレーションについて論じた福田他の研究9)、 建答計画策定への住民参加の意義とワー

クショップの怠味をソーシャルサポートの視点から明らかにした村田他の研究10)などがあげられ

る。
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また旧産炭地域の住環境や市街地整備に関する既往の研究としては以ドがあげられる。

( 3 )炭鉱住宅について論じたもの

炭鉱住宅に関する研究としては、北海道における炭鉱住宅の半面形式や集結形態について雁史

的な変遷を論じた駒木の一連の研究11)�lfi)、全国の主要炭鉱の炭鉱住宅についてその平而形式の変

遷について論じた本田他の研究17)� 19)、企業運営の視点から企業集落ごとに炭鉱住宅の展開を考察

した安武仙の研究20)などがあげ‘られる。

(4 )産炭地域の住環境について論じたもの

産炭地域の住環境一般に関する研究としては、 九州筑豊地域における住環境警備について論じ

た大貝の論述21)、 北海道における住環境整備の動きについて論じた瀬戸uの論述22)、 北海道宅知|

地域の住環境整備を九州筑豊地域との比較によって論じた今野の論述2:0、福岡りよ大牟!日市におけ

る住宅地区改良事業の概要と課題について論じた井上他の論述24)があげ-られる。

( 5 )市街地整備について論じたもの

市街地整備に関する研究としては、企業都市における市街地整備を企業による都市施設整備の

視点から論じた篠部・瀬口の一連の研究25)�29)、北海道空知地域における公的住宅地区の課題と整

備方策について論じた今野・椿谷の一連の研究30)�36)、北海道空知地域と九州筑豊地域の公的住宅

地区の比較から住環境整備の課題と方向性を論じた瀬戸口他37)の研究があげられる。

( 6 )都市構造について論じたもの

都市構造に関する研究としては、北海道空知地域の自治体を対象として広域拠点施設を核とし

たネットワーク型都市構造について論じた松岡他の研究38)、成熟社会に対応したコンパクトシティ

への再編計画論について論じた奈良他の研究39)があげられる。

以上のように、公的住宅の住環境や建て替えや改良等の事業における住民参加について論じた

ものはあるが、 その多くは実際に事業が実施された地区での経験から論じたものであり、行政じて

域内や市街地内の立地特性から公的基盤整備地区を捉え、その住環境評価と住民参加を関連づけ

て論じたものは少ない。また旧産炭地域の住環境について論じた研究は多いが、 炭鉱住宅の歴史

的研究や、 一定地域の市街地整備について論じたものが多く、 環境の異なる二地域を比較してそ

の課題や整備方策について論じたものは筆者を含む瀬戸口他38)の研究がある程度であり、筑段地

域の公的基盤整備地区の環境を空知地域と比較して研究を行うことには意義がある。また本研究

では旧産炭地域という極めて特異な地域を対象としたが、|円産炭地域の都市問題は第て次産業に

依存する他の地方都市における課題とも共通する問題である。したがって!日産以地域の公的基盤

整備地区の住環境の評価や再編方策は、今後の産業都市における公的基繋j整備地区の整備ノj策の

みならず、 市街地整備や都市政策の方策へもつながるものである。 その意味でも本研究の怠義は

大きい。

2. 1. 3 研究の対象と方法

早では日本の代表的な産炭地域であった福岡県の筑豊地域及び北海道の空知地域を対象とす
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る。図2.卜lから図2. 1.4に対象とする地域の枕置を示す。筑也地域で対象とするのは飯塚市、lil

回l有と嘉穂郡の佐川町、 稲築町、 碓井町、 嘉穂町、 筑f.tl(fflJ、 松波nJr、rl:'内fHJ、 頴川�IJの2 dí 8 IIIJ、

空知地域で対象とするのは夕張l打、 芦別dj、 赤半市、 えや空rlí、 歌ぶ内rli、 上砂川町の51打1 UJJで

ある。 いずれの都市も産炭地域振興臨時措置法による6条地域に指定されている。

本章ではまず2. 2で岡地域の現況を人口構造、 産業構造、 住民交流精造の3点から比較身察

し、 さらに2. 3では石炭産業哀退後の産炭地域振興政策が現在の都市基般に与えた影枠や効い

について分析し、 両地域での姥炭地域振興政策を評価する。 その後2. 4では公的基盤磐備地!;{

の現状及び立地特性から課題を明らかにするとともに、今後の地区再編に向けた提案を行う。2.

5は以上の総括である。

司2.卜l 研究対象地域(福岡県筑豊地域)
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2. 2 福岡県筑豊地域と北海道空知地織の比較

2. 2. ， 人口構造

( 1 )現在の人口状況

平成7 年国勢調査では空知地域の人口は約8万5千人、 人口密度は約 40人/km2となっており、

それに対し筑豊地域は人口約 20万人、 人口密度は約 560人/km2と人口で2倍強、 密度で約14倍

となっている。 筑豊地域では面積が空知地域の約6分の1という狭い範囲に比較的高符に住んで

いることが分かる。 高齢化率はいずれも高く、 筑豊では山田市、 稲築町、 嘉穂町で20%を超えて

おり、 空知では全自治体で20%を超えている。

( 2 )地域人口の推移

両地域とも人口のピークは昭和30年代に迎えている。筑豊地域は空知地域よりも早く昭和30年

以降に減少に転じたが、昭和50年の約20万人を境に微増微減で落ち着いている。 一方炭鉱の閉山

が平成6 年まで続いていた空知地域は昭和35年以降 年々減少し、平成7年には約8万5千人にま

で激減した。空知地域は昭和5年に約12万人であったことを考えると炭鉱の開鉱によって短期間

に相当数の人口流入があったことが分かる。 またDID地区(人口集中地区)の人口は年々減少

しており、特に空知地域は昭和40年の約17万人から平成2年の 3. 5万人と約 5分のlにまで激減

している。 逆に筑豊地域は昭和50年までは微減であったが、 それ以降は微増傾向にある。 高齢化

率も 年々増加しており、 空知地域ではこの1 0年間に14%から25%へと大幅に増加しており、 深

刻な社会問題となっている。

表2.2. 1 対象自治体の人口

自治体名 面積(km2) 人口(人) 65歳以上人口(人) 人口密度(人/切り 高齢化率(%)

筑豊地域 飯塚市 71.80 83.411 14，136 1，161.7 16.9% 
山田市 22.05 12，680 2，941 575.1 23.2% 
特川町 20.07 14，664 2，649 730.6 18.1% 
稲築町 17.34 20.496 4，623 1.182.0 22.6% 
碓井町 8.45 6.756 1，331 799.5 19.7% 

嘉f.J.(町 87.34 10，868 2.571 124.4 23.7% 
筑松町 74.76 11.428 2，265 152.9 19.8% 

秘波町 25.28 26，874 5，005 1，063.1 18.6% 
庄内町 25.69 11，290 1，822 439.5 16.1% 

頴田町 16.60 7，460 1，399 449.4 18.8% 
小言十 369.38 205.927 38.742 557.5 18.8% 

空知地域 夕張市 763.36 17，116 4.437 22.4 25.9% 
芦別市 865.07 22，931 5.241 26.5 22.9% 

赤平市 129.88 17，351 4，190 133.6 24.1% 

三笠市 302.64 15，116 4，171 49.9 27.6% 

歌志内市 55.99 6，867 1.799 122.6 26.2% 
上砂川町 39.91 5，852 1，662 146.6 28.4% 

小計 2，156.85 85，233 21，500 39.5 25.2% 

資料:杓点7 �F同勢調任
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図2. 2. 2 平成2年~平成7年までの各都市の人口増滅状況
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平成2年~平成7年の各都市の増減を見ると、筑豊地域では福附都市|割に 近い杭川町・筑穂町、

および飯塚市と飯塚市に接する庄内町・穂波町の合計5つの内治体で人r Iがi曽加している。特に

博多駅までJRで40分圏内にありベッドタウンとして注目されている桔川町では、近年住宅開発

が進み、3%を超える高い増加率を示している。 その他の都市は6.3%減の嘉穂町、3.4%減の111

田市以外は、1%前後の低い減少を示している程度で、地域全体でも0.2%の減少にとどまってい

る。

一方空知地域全体の減少率は10%を超えており、特に夕張市の18.4%を最大に他も10%前後の

高い減少率を示している。 これは平成2年からの5年間の聞に、操業を続けていたすべての炭鉱

が閉山され、離職者が流出したことが大きな原因と考えられる。

人口集中地区(D1 D)の 人口を見ると、 筑豊地域ではDID地区を有する自治体のうち、1 J 1 

田市を除く3自治体で増加している。 一方空知地域では全体で14.5%と大幅に減少しており、特

に三笠市は20%を超える減少率となっている。

表2.2. 2 人口の推移及びDID人口の推移

nìfìf.本名 人11 (平成2) 人11 (平成7) m減数 用減率 DJD人II(、ド成2) DJD人11 ()ド!J.�7) 別減呼t

筑問地域 飯塚di 83.131 83，411 280 O.3'}'o 50.691 51.549 1.7�ん

111111 di 13.266 12.680 -586 -4.4γ。 7.991 7，556 ー5.4'X，
.j:jUl/PIJ 14.182 14.664 482 3.4'�も

稲築PIJ 20，874 20，496 -378 ー1.8% 5.638 5.705 1.2'1" 

i�UI:PIJ 6.796 6.756 -40 ー0.6%

J括提íPIJ 11.561 10.868 -693 -6.0%， 

筑穂町 11.360 11.428 68 0.6%， 

穂波ÞIJ 26，704 26，874 170 0.6% 11.696 12.084 3.3%， 

m人oJllIJ 10，853 11，290 437 4.0'ぬ

嵐山111[ 7，615 7，460 ー155 ー2.0%

小，1/' 206，342 205，927 -415 ー0.2% 76.016 76.894 1.2";'， 

ペー知I自滅 タリ長1↑T 20，969 17.116 -3.853 ー18.4%

j干日IJdi 25.078 22.931 -2，147 -8.6% 11.101 10.352 -6.7% 

JJ;、Vd1 19.409 17.351 ー2.058 ー10.6% 10.829 8.871 -18.1'1.， 

:':1:d1 17，049 15，116 ー1，933 -11.3% 7.950 6.337 -20.3% 

:次ι内di 8.279 6.867 ー1.412 ー17.1%

1-，砂川Þlj 6.440 5.852 -588 -9.1% 
tj、，i/' 97，224 85，233 ー11 991 ー12.3'}ら 29，880 25，560 ー14.5%

資料: 11\1勢1例代(、Jl.JJ比2イr、 711:) 
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2. 2. 2 産業構造

( 1 )産業の推移

図2. 2. 3に示すように昭和30年代は岡地域とも第2次産業人口が半分近くあった。筑豊地域で

は閉山が早かったため第2次産業の減少は急速に進み、逆に第3次産業が大半を内めるようになっ

てきた。空知地域では第2次産業の減少するスピードは筑豊よりも遅く最近になって激減してい

る。また空知の第1次産業の割合は30年前とほとんど変わっていない。現花では両地域の産業構

造は比較的似ている。
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昭和35

昭和40

昭和45ル

昭和50 ' 

昭和55

昭和60十

平成2
!.. • -ー

。 20 40 60 
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昭和40 > 

昭和45 ' 
l 

昭和50

昭和55

昭和60

平成2

80 100 % 。

e 
� 

空知

20 40 60 80 100 % 

第1次産業「第2次産業関第3次産業 和次産業| 知次産業調和次産業

資料:国勢調査

図2. 2. 3 産業別人口の推移

表2. 2. 3 各都市の就業形態

自治体名
第l次産業 第2次産業 第3次産業 合計

就業人口(割合) 就業人口(割合) 就業人口(割合) 就業人口(割合)

筑豊地域 飯塚市 766 (2.1'1'0) 10，153 (27.9%) 25，523 (70.0(}，;.) 36，442 (100.00;;，) 

山田市 156 (3.0%) 1，763 (33.6%) 3，333 (63.5%) 5，252 (100.0%) 

桂川町 302 (5.0(*，) 2，319 (38.2弘) 3，449 (56.8%) 6，070 (100.0%) 

稲築町 253 (3.0%) 3，270 (38.8%) 4，899 (58.2'�，{，) 8，422 (100.0%，) 

碓井町 210 (7.2%) 1，213 (41.8%) 1，478 (50.9%，) 2，901 (lOO.m:，) 

嘉穂町 888 (16.7'}"0) 1，721 (32.4%) 2，708 (50.9%) 5，317 (100.0%) 

筑穂町 583 (11.6%) 1 ，485 (29.6%) 2，943 (58.7机) 5，011 (100.0'1<，) 

穂波町 452 (3.9'Yo) 3，767 (32.20;;，) 7，485 (64.0%，) 11，704 (100.0%) 

庄内町 251 (5.5%) 1，546 (33.9%) 2，764 (60.6'10) 4，561 (100.0%) 

頴田町 158 (4.8%) 1，336 (40.7%) 1，785 (54.4%) 3，279 (100.0%) 

小計 4，019 (4.5%) 28，573 (32.1%) 56，367 (63.4'X，) 88，959 (100.0%) 

空知地域 夕張市 1，043 (12.1%) 2，265 (26.3%) 5，296 (61.6机) 8，604 (100.0%，) 

芦別市 1，676 (14.6%) 3，779 (32.9%) 6，037 (52.5悦) 11，492 (100.0%) 

赤平市 505 (6.0'1<，) 3，532 (42.3'1'，，) 4，316 (51.7切) 8，353 (100.0'X，) 

三笠市 631 (9.7%) 2，340 (35.9%) 3，550 (54.4%) 6，521 (100.0%) 

歌志内市 33 (1.0%) 1，531 (46.9%) 1，699 (52.1%) 3，263 (100.0%) 

上砂川町 20 (0.9%) 899 (40.6%) 1，295 (58.5弘) 2，214 (100.0'10) 

小計 3，908 (9.7'X，) 14，346 (35.5%) 22，193 (54.9%) 40，447 (100.0%) 

資料:平成2年国勢調査
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( 2 )各都市の就業形態

両地域の産業構造は第1次産業が5%弱、 第2次産業が30%強、 第3次産業が50 '"'-' 60 %とほ

ぼ似かよっている。 表2. 2. 3に示すように平野部が比較的多く稲作が盛んな嘉穂町と筑穂町、 宅

知地域の中では平野部に恵まれている芦別市、 メロン産業が盛んな夕張市の4都市が第1次夜業

の比率が10%を上回っている。赤平市、歌志内市の第2次産業の割合が高くなっているのは平成

2年当時、炭鉱が存続していたためと思われる。飯塚市は第3次産業の割合が70%となっており、

地域の中核都市としての役割を果たしていることが分かる。

( 3 )主要産業

筑豊地域では水田面積が占める割合が9割を超えている。一方空知地域は水田面積の比率は約

半分で、 メロンなど付加価値の高い農業を営んでいる農家が多い。 専業率も空知地域の方がかな

り高い。 工業は事業所数、 従業員数、 出荷額ともに筑豊地域の方が多く、 閉山後の工場誘致が積

極的に進められてきたことがうかがえる。

表2.2.4 主要産業の状況

主要三産業の指標 筑豊地域 空知地域

農業 耕地面積(うち水田面積) 4，660ha (4，212ha) 6，562ha (3，375ha) 

水田面積率 90.4% 51.4% 

農家戸数 (うち専業率) 4，304 (16.0%) 1，418 (43.0%) 

農業組生産額(百万円) 13，950 10，884 

工業 事業所数 421 237 

従業員数(人) 12， 922 6，581 

製造品出荷額(百万円) 227，801 96， 884 

工業団地数 20 

商業 卸売・ 小売商庖数 3，489 1，283 

商品販売額(百万円) 401，114 94， 507 

飲食店数 660 

飲食売上額(百万円) 6，099 

資料 í一社会生活統計指標一市区町村の指標J総務庁統計l口
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2. 2. 3 地域間交流構造

( 1 )住民のコミュニティ構造の変化

両地域とも炭鉱が開発されるとともに全国各地から多くの労働者が移住してきた。そのため地

縁血縁に無縁の人たちが多く、 身元確認や生活保障のために「友子(ともこ)制度」という相互

扶助システムが構築され、 開鉱当初は親分子分的な強いコミュニティが形成されていた。 その後

は炭鉱企業による手厚い福利厚生サービスに引き継がれ、 福祉施設、 スポーツ施設、 商業施設な

どが整備され、 炭鉱会社(ヤマ)毎にコミュニティが形成されていた。 人々の生活の中心は企業

により供給される長屋形式の炭鉱住宅であり、地区の清掃や集会所の管理などは隣組で組織的に

行われていた。各住戸には風目・便所はついておらず長屋単位で共同便所が、 地区単位で2411寺山!

入浴可能な共同浴場が整備されており、 居住者の交流の場、 つまりコミュニティの中心として機

能していた。 日常の買い物は企業が指定する商店で、給料からの引き落としや企業が発行する貨

幣で売買が行われていた。 そのため商店街の経営は非常に安定していた。

閉山後、 炭鉱跡地や炭鉱住宅は行政または個人に払い下げられ、 多くの福利厚生施設の管理f

体は行政へと移管された。 そのため住民活動の主体は町内会や行政区などになった。 近年は企業

誘致や人口定住化政策による宅地分譲などで新住民も増え、 ゴミ出しゃ地区の清掃などの共同作

業が困難になり旧住民との問の札機も見られる。核家族の割合も増え、炭鉱時代からの占いコミュ

ニティの存在は薄くなりつつあるが、炭鉱住宅が残存し公的住宅の割合が高い地域では依然とし

て炭鉱時代のコミュニティの名残が存在している地区もある。

( 2 )通勤・ 通学の構造

常住地による通勤通学地、 従業地による常住市区町村、 昼夜間人口比、 人口増加率などの各指

標から、 各都市の通勤通学の構造を以下の4つのタイプに分類した。 表2. 2. 5に各タイプの代表

的都市の通勤通学の構図と各種指標を示す。

1 )母都市タイプ

地域の 核になる都市で、 周辺市町村からの流入により昼夜間人口比が向くなっている。飯塚市

のみが該当する。空知地域は各自治体問の距離が長いことや、 地理的や気候(!"Jなどの段々な条件

から、 このような母都市となるような都市はない。

2 )衛星都市タイプ

地域内の母都市や百万都市などある特定の都市への通勤通学が高い割合を，Jíめる都市。筑技の

桂川町、 庄内町、 筑穂町が該当しており、 いずれも道路や鉄道など福岡部市闘とのアクセスに優

れている。 特に桂川町、 庄内町は3%以上の大きな人11地加を示している。

3 )地域内通勤タイプ

母都市を含め地域内の他の市町村への通勤通学の割合が高い都市。筑豊の山田市、穂波、碓井、

稲築、 頴田、 嘉穂の各町、 並びに空知の上砂川町が該当する。 生活圏が何市町にもまたがってい

る筑豊においては最も典型的なタイプである。 全体的に人円は減少傾向にあり、 福岡都市圏や母
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表2. 2. 5 通勤通学形態の分類と各代表的都市の住環境水準

飯塚市

筑穂町

常住地による通勤通学地の割合

N 。約3 北九州市2. O� 
ZOk. ノ 2k.

， 
， r.:J百方市2.1 % 

。\よ主よ;約28

福岡市 5.9% � ""-- m;皮町 3.8% 
!Ok田

s 

N 
!Ok帽

飯i家市 18.6% 
福岡市 12.8% 穂波町 5.9% 

W 

碓井町

約
l-23Mー ー 稲築町 2.4% 

E 
10MLJ27ト縫!O，o穂 4 川町 4.0% 

t 
S 

N 

!Ok開
飯嫁市 17.9% 湧波町 5.4% 

沼岡市562

W

f/ニヘ一\一 k. 稲築町 6.5% 
ー

\ 山田市 3時一E

\ YV t???
5

z 

上砂川町

夕張市

約52k.

後川町 7.1 井

S 

N 

砂川市 内市4.1%詰:w - E 10，・
奈井江町 .0% 

/ 

X
/ O美唄市 1.3% 

約68k. 〆/

σ札幌市2.0% 

N 
20k. 

E 

ìill勤通学ぽ数 43. 110人

自都市 73.2% 

I也威内 10.4% 

百万./lï\rIi 7. 9% 

その他 8. 5% 

通勤ìJ!i'学寄数 5. 700人

白調\dj 42. 3% 

地域内 34. 1 % 

百万部dJ 13. 9% 

その他 9. 7% 

ìJ!i:YilJjJ!i学者数 3. 2 96人

自都市 38. 3% 

地域内 47. 7% 

lゴノ]" ./lï\ilí 6. 7% 

その他 7 . 3% 

ìill勤通学者数 2. 625人

自都市 61.0% 

地域内 33. 4% 

百万都市 2. 0% 

その他 3. 7% 

通勤通学�.数 9.724人

自{ífS dj 95.4% 

地域内 0.0% 

百万都市 0.9% 

その他 3.8% 
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住環境指標
人n 83. 112 

人口精減率CX) O. 34 
昼夜間人口比 113. 5 

I���齢化率 14. 5 

世帯数 30. 8 93 

l世併当たり人民 2. 70 

持ち家本 56. 5% 

公的住宅依存率 12. 8% 

公営住宅管内戸数 l. 7 97 

1 1世帯河たり室数 4. 37 

1人当たり延べl函梢 68. 8 

人LI 11. � 28 

人口別減率(%) O. 60 

昼佼1111人口比 80. 6 

高齢化本 16. 9 

世指数 3. 370 

1 1立併、可たり人員 3. 39  

持ち家窄 83. 8% 

公的住宅依存不 6. 6% 

公営住宅管.l!TtJニi数 217 

1 Iltィ;;勺たり宅数 5. 88 

l人、竹たり延べ面積 32. 6 

人LI 6. 756 

人口t町長率(出) .Â 1. 84 
ぷイ支IUj人υ比 87.9 

高齢化率 17. 2 

位?rf数 2. 1 95 

1世帯当たり人民 3. 08 

持ち家率 70. 2% 

公的住宅依存窄 14.0% 

公営住宅管.ElH戸数 689 

1 I仕{;;、líたり'者数 .L 72 

1人11たり延べI而.f!� 29. 5 

人LI 5. 855 

人口地減本(%) .Â 10.01 

昼夜間人rl比 91. S 

高齢化本
世帯数 2. 657 

l世得当たり人以 2. 20 

持ち家率 39. 6% 

公的住吉依存率 44. 0% 

公営住宅管理戸数 1. 302 

1 I笠帯当たり室数 .L 13 

1人当たり延べ面積 28. 2 

人口 17. 11 0 

人L1�誠泌(%) .Â 22. 6 

昼夜間人口比 100. 3 

高齢化率 18.4 

l立イ1?数 8. 135 

1 Itt併当たり人員 2. 10 

持ち家率 30.5% 

公的住宅依存率 4 6 . 4% 

公営住宅管県戸数 2. 8 91 

1世併当たり室数 �. 05 

l人当たり延べ面積 28. 4 

資料:平成7年国勢制査



都市の飯塚市に隣接する衛星都市型の町とは財政状況などでの絡庄が広がってきている。

4)白都市通勤タイプ

都市への通勤通学の割合が高く、 他都市への流出が鰍端に少ない都"J。 宅知地域の夕張、jv

別、 赤平、 三笠、 歌志内の全市がこのタイプに該
、

片する。特に夕張rb.は打郡山への通勤通学が95

%を超えており、 他の都市との結びつきが極端に小さいことが分かる。人IJはいずれの都市も大

きく減少している。この大きな人口減少傾向が今後も続くとは考えにくいが、 他の周辺都市が['1

都市への依存率が高いことから、周辺市町村から人口を受け入れる形での人I 1用加の口j能性は低

く、 今後は微滅状態が続くものと予想できる。

炭鉱閉山以後、産炭地域振興や他産業の振興策によって高速道路や地域内の註要道路網が急速

に整備されたが、通勤通学における周辺地域とのつながりには両地域の問に大きな違いがある。宅

知の場合、 各都市の昼夜間人口比はほとんどが 100前後で、 通勤通学による移動は山都市内で、完

結している。市域が広く、 かつ雪に閉ざされる冬季の移動の困難さも大きな要依!となっていると

考えられる。 一方、 筑豊は福岡市・北九州市の両百万都市圏まで50km以内の閤内にあり、 列Ili、

動車ともに約1時間でアクセスできる。表2. 2. 5に示すように飯塚市は昼夜間人口比が113. 5と

なっており、 周辺市町村からの通勤通学流入が多く、 地域の中心都市としての役割を果たしてい

ることが分かる。また近年は福岡都市圏に通勤通学する数が増加しており、 その多くはn動II{通

勤か、駅まで白動車を利用しており、 パークアンドライド川の駐車場不足が深刻化している駅も

ある。今後道路の整備や鉄道の高速化によって時間距離が短縮すれば、 地域の住宅都市としての

ポテンシャルも高まると予想される。

( 3 )交流人口の構造

表2. 2. 6に観光客のデータと各市町村の主な観光地・観光施設を示す。 観光符の総数では、 空

知がデータの存在する3都市だけでも筑豊全体の2倍以上あり、 宿泊客数で、も上回っている。 作

都市の主な観光施設を見ても分かるように、 空知の各都市にはスキー場、 温泉、 公営の宿泊胞設

が整備され、 冬はスキー、 夏はアウトドアスポーツやキャンプといった季節によって集客できる

メリットがある。一方筑豊にはまとまった観光客を誘致できる観光資源に乏しく、 魅力ある約泊

施設も少ない。しかし空知の観光経済が必ずしも順調に展開してきたわけではない。ポストイi炭

として大量の補助金がつぎこまれて平成2年に第3セクターによって関関した戸別市のテーマパー

ク「カナデ.ィアンワールドJは、 入場者数の伸び悩みで開業からわずか8年で間|割に迫い込まれ

た。バブル崩壊以後、 深刻な消費経済の落ち込みによって北海道内に限らず全凶各地でもこのよ

うな状況は見られた。しかしこのような危機を体験した空知では、 各都市が述携して世宮な観光

資源や自然をアピールしPRを行っており、 また夕張市では同際映画祭の開催、 廃校となった学

校を活用したスポーツクラブの合宿の誘致、 歌志内市では|可際音楽祭の開催など、 新しい観光開

拓にも力を入れており、 成功を収めている。このような人的交流を中心とした観光に、 ハード施

設の整備が連携した観光振興が今後筑豊でも求められていると言える。
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表2. 2. 6 観光客数と各都市の主な観光地

di町村
制;Jt綜総数 II'ht\り私:数 �i'm約:数 ti'ít'(甑

1:な制光地. 制光施11立
(千人) (千人) (下人) (t'jJiI'j) 

飯塚市 1，004 892 112 2.567 >1;拠出'I場
1IIIIIdi 23 22 ー熊ヶ刈lキャンブ場
十UIIDIJ 50 49 745 コダイム1:以
有i築田l 48 48 。 ー文化ふれあい(山兵釘i
{�Þ.JIDIJ 6 6 。 -1{�t:J1・杯、|正文化町i
;'J，穂町 160 154 6 161 物Jl花町iカッホ-.'.!�，'íijJl. ，'i処111キャンプJhl

筑穂町 126 113 13 304 サンピレッジ内
穂波町 99 99 。 772 久保1'1ダム
Ji:I人，jm]" 174 160 14 990 筑作リクリエーションセンタ一
頴川OIJ 130 130 。 -かいた，'，火公|材
筑問地域fì，fr 1，820 1，673 147 5，539 

タリ長di 2，127 2，032 95 ーイiiJi.のl術史村、 Mtレースイスキー場、 ユーパロの湯
一

;nJ'Jdi 1，500 1，405 95 ーI'�，没j切IJスキー場、�tのぷ・)"f>JIJ、;nJ'JrIIlU誌
JJ�、ドdi -IJJ;、|λ山スキー場、 エルムI�':j 'J�i ì/ul以

ご牧dí 361 351 10 -IH沢スキー場、十1・沢湖lキャンプ場、 鋭、の/己n，\�j{
;欽ぶ内di ーかもい日I'�際スキー場、 チロルの場
上砂川町 1--砂川吊l'ヰ際スキーJhL )!l� ifUJ科?・町i、 ト砂川吊TluUj{

空知地域fT，汁 3，988 3，7881 200 

資料 「全|川tll光f官'H旬 、11/& 7 il' ()主)観光地入込観光符統，11 J (社) II..-t、制光協会

※r-Jはデータなし

2. 2. 4 小結

ここでは様々な視点から両地域を比較し、 地域構造の特徴、 相違点を明らかにしてきた。 同地

域ともに閉山後に地域が衰退した点では共通している。炭鉱以前の歴史のない空知では炭鉱開鉱

と同時に都市基盤が整備され人口は爆発的に増加し、逆に炭鉱が閉山すると労働者の流出は筑豊

地域と比べると非常に速いスピードで進み人口は激減した。もともと北海道と縁のなかった労働

者が多かったこともあるが、冬季雪に閉ざされる期間が長く生活条件が厳しいことも大きな理由

であった。 このため今でも隣接する地域間の交流は筑豊と比較すると盛んではない。 しかし筑豊

では炭鉱開鉱以前から農業を中心とした都市が成立していた。炭鉱時代に労働再が流入し一時的

に人口が増えたが、大幅な減少は閉山後20年弱で終わり、 現在では微朋微減の平衡状態を保って

いる。 このように同じ成長と衰退を繰り返した両地域だが、 現在おかれている状況や地域の課題

は全く異なっている。 次節では筑豊と空知の地域構造の違いをさらに分析するため、 閉111以後数

十年にわたって続けられてきた産炭地域振興政策を千整理し、事業費の推移などからこれまで実施

されてきた都市政策を検証する。
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2. 3 都市基盤整備に果たした産炭地域振興政策の評価

2. 3. 1 各種振興政策の経緯

( 1 )石炭六法の概要

国内の主要エネルギーが石炭から石油へと移り、石炭産業が衰退化する中で産炭地域は経済的

にも社会的にも大きな打撃を被り、炭鉱閉山による失業者や生活保護者の噌大、関連産業の哀退、

自治体の税収入の大幅な減少などの様々な問題が顕在化してきた。国はこのような諸問題に対処

するために以下の表2. 3. 1 に示す石炭関係六法を制定し、 地域の振興や多額の補助金を伴う財政

支援をおこなってきた。 これらの法律は1950年代から1960年代にかけて時限立法として制定さ

れ、その後石炭不況による地域の衰退が続いたことから数回にわたる期限延長を経て今日に宅っ

ており、2001年度中にはいずれの法律も失効することが決まっている。中でも特に地域の都市政

策や住宅政策に関連する法律としては臨時石炭鉱害復旧法、 産炭地域振興臨時措置法、 炭鉱縦i餓

者臨時措置法の3つがあげられ、 地域の都市政策や住宅政策に大きな影響を与えた。

表2. 3. 1 石炭六法一覧

法律名 所管省
l 臨時石炭鉱害復旧法 通産省

2 産炭地域振興臨時措置法 通産省

3 炭鉱離職者臨時措置法 労働省

4 石炭並びに石油及び石油代替 大蔵省
通産省エネルギ一対策特別会計法 労働省

5 石炭鉱害賠償等臨時措置法 通産省

6 石炭合理化臨時措置些 L旦産省

( 2 )臨時石炭鉱害復旧法による鉱害復旧

予算区分

石特会計
石特会計
一般会計
石特会計

特別会計

石特会計
鉱害賠償積立金

石特会計

公布年 失効年月

1952年 2002年3月

1961年 2001年11月

1956年 2002年3月

1967年 2002年3月

1963年 2002年3月

1960年 2002年3月

石炭鉱害とは長年に渡って地下で石炭を掘ることによって地上の農地や家屋や道路などの物件

に沈下、陥没、 傾斜などの被害を与えることをいう。臨時石炭鉱害復旧法が制定された昭和27年

以来、 国の援助によって損害を受けた物件に対して金銭による賠償又は現状の回復(復旧)がお

こなわれてきた。総事業費は年々増加しており、昭和45年以後に投入された総額は約1兆2000億

円にも上っている。 福岡県内ではこれまでに約8， 300億円が投下され、 復旧事業がおこなわれて

きたが、 平成4年度の時点では、全国の残存鉱害量約3，900億円のうち85%に相当する約3， 300億

円が残存している。
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S25 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H02 H07 

産炭地域振興臨時措置法

S30 

527公布

;536公布 ;541期限延長;546期限延長; ;556期限延長; ;H03期限延長; -H13 11.12 

(億円)・

120: 

80: 

40: 

臨時石炭鉱害復旧法

(億円) 600: 

400: 

200: 

:産自史地媛活性化Z事業費4補助金 ・一一�

会 :産J;:t.地減担E興整備公団繍給金
・

惨

藍J;:t.地主ま短興臨時交付金 : 炉

等 ._; - ��民地減小水 系用水開発事業費補助金 一一一 砂

z 産J;:t.地峨復興司'.償網整分利子+補助金ー 惨

~H14'03・31

0 鉱害復旧錆導監督事務費繍助金 �------7-------7------' . 

- 石炭鉱害事業団事務費等交付金 : 砂

:無資力鉱害鍋聾交付金

. 産自費地峻特定補助事業負担率�額資金繍助金 一一一惨

:鉱害復旧事業資金+補助金

炭鉱離職者臨時措置法 ;531公布 -HI4.03.31 

(億円):

200: 

100: 

:S . 特定地主要開発就労事業

Z 産自史地量産開発就労事業

常用労働者 炭鉱 出炭量:
数(万人) 数 (万トン):

60 I 1，200 I 6.000 

50 1，000 

40 800 

30 600 

20 400 

10 200 

5，000 

4，∞01::-' :- "-è : -
........�... 

� i'\ 炭鉱数 j 

3，000 一一一ー ペケー7・""'-;-" ; - ，一 一 一一

2，∞01 -一一 常 用 労働渚数-十一 � �一一

1，000 ト一一一ー ト � �・う， �ー ベ

出炭量 j � : 、九・・・一

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 

図2. 3. 1 産炭地域振興政策関係年表
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( 3 )産炭地域振興臨時借置法による地域振興

産炭地域振興政策は石炭鉱業の不況によって疲弊した政民地域を新たな経済・社会活動の場と

して再生発展させることを目的とするもので、昭和36lrfに制定された広炭地域振興臨時十!?出法に

よって本格的に着手された。しかしながらその後も相次ぐ閉山によってほとんどの斥炭地域の以

退化には歯止めがかからず、経済的・社会的な疲弊は一屑深刻となっていた。そこで4度にわたっ

て期限が延長され現在までに計画的に振興が図られてきた。 平成7年度までに全悶で約2，500位、

円が投入され、 企業誘致、 産業基盤の整備、 地方財政対策などを推進してきた。特に昭和44年度

には産炭地域振興臨時交付金の制度が設けられ、石炭産業からの税収入の激減によって大打曜を

受けた地方自治体の財政対策の強化が図られ、 また道県公共事業起債の利子補給や市町村公共事

業補助率の引き上げなどの方策(表2. 3. 2参照)によっても様々な公共事業がおこなわれて、 道

路、 公園、 下水道などの都市インフラの整備が推進されてきた。

表2. 3. 2 産炭地域振興政策による各種補助金

補助金名称 産炭地域振興臨時交付金 道県公共事業起債の利子補給 市町村公共事業補助率の引き上げ

公共事業を推進するため 道県が行う特定の公共事業について 特定の公共事業への通常の国庫補助本の

の調整額や閉山地区の中 通常の事業量を超えて事業費を負担 引き上げ(最高25%)

内容
小商業者に対する融資 する場合にその超過分の財源として

許可された地方債について充当率を

引き上げるとともに利子支払額の一

部を国が補給する

事業費総額全国 779億円 370億円 1，680億円

(億円) 福岡県 255億円 91V意円 710億円

主な事業 道路整備、 住宅建設、 文 特定11事業 特定1 7事業
教施設整備、 福祉施設整 (道路、 港湾、 漁港、 公営住宅、 住 (道路、 港湾、 公営住宅、 住宅地医改
備、 廃棄物施設整備 宅地区改良、 阿'!I、 海岸保全施設、 良、 下水道、 学校、 スポーツ施設、 学校

砂防、 林地荒廃、 地すべり、 鉱害復 給食施設、 産業教育施設、 幼稚園、 廃棄

|日) 物処理施設、 保育所、 河川、 閉山水道、

海岸保全施設、 鉱害復旧、 都市公園)

(4 )炭鉱離職者臨時措置法による失業対策

炭鉱の閉山によって離職した労働者の雇用を確保するために昭和31年に制定された炭鉱離峨-fí

臨時措置法によって炭鉱離職者の就労事業が活用され、また昭和44年からの苑炭地域開発就労'J�

業や昭和46年からの特定地域開発就労事業もあわせて行われている。これらは道路整備や上地造

成など主に経済的効果の高い建設的事業に活用されてきた。

- 33 -



2. 3. 2 産炭地域振興政策が都市基盤構造へ与えた影響

( 1 )都市計画の状況

表2.3. 3に平成9年3月末現在 の都市計画指定状況を示す 。 空知は上砂川IUIを|徐く全rlTで、都市

計画区域が指定されており、 かつ用途地域も指定されている。 一 方筑豊で都市計画が指定されて

いるのは、 飯塚市を中心と した飯塚都市計画区域(飯塚、 穂波、 庄内、 頴田の4自治体)、 山田市

及び稲築町のみである。人口が増加傾向にある都市と しては、 最も急増中の庄内町は指定済み、 次

に増加率の高い桂川町は平成9年度中に指定されているが、 筑穂町では未指定となっている。 ま

た用途地域は飯塚市と庄内町の連担する区域のみが指定されている。 線引きは筑豊・空知いずれ

の都市でもされていない。

次に表2.3.4に各都市の都市計画区域人口、 都市計画区域面積、 用途地域面積等のデータを示

す。総人口に占める都市計画区域人口の 割合(表中の(B/A)) は両地域による差はほとんどな

いが 、 総面積に占める都市計画区域面積の割合 (表中の (D/C))は、 空知の平均12.2%に対

し、 筑豊は83.8%で 、 指定市町村のほとんどが 都市計画区域となっている 。 空知 では各都市の都

市計画区域面積 は広いが、 行政エリアに対する割合は低い。特に芦別市では3%弱の都市計画|天

域に9割の人口が、 三笠市では15%の都市計画域に全人口が集中 している。

次に都市計画施設の状況を表2.3. 5に示す。 都市計画道路の改良率、 都市公園の供用率、 公共

下水道の整備率のいずれも、 空知が筑豊を上回っている。 特に都市計画道路の改良率は筑豊で

36.6%、 空知が65. 5%と2倍近い差がある。また公共下水道は空知の全市で、供用されている一方、

筑豊ではまだ飯塚市のみの供用となっており、 下水道の普及は大きく立ち遅れているのが分かる。

自治体名

筑豊地域 飯塚市

山田市
梓川町

稲築町

碓井町

嘉穂町

筑穂町

秘波町

正内町

頴田町

空知地域 夕張市

芦別市

赤平市

=笠市
歌志内市

上砂川町

表2.3 .  3 都市計画指定状況

平成7年

国調人口

83，411 

12，680 

14，664 

20，496 

6，756 

10，868 

11，428 

26，874 

11，290 

7，460 

17，116 

22，931 

17，351 

15，116 

6，867 

5，852 

人口

増減率
0.3% 

-4.4% 

3.4% 

ー1.8%

ー0.6%

-6.0% 

0.6% 

0.6% 

4.0% 

-2.0% 

-18.4% 

-8.6% 

ー10.6%

ー11.3%

ー17.1%

-9.1% 

面積 都市計画 用途
線引き(km') 指定状況 指定

71.8 。 。 × 

22.1 。 × × 

20.1 x 1) × × 

17.3 。 × × 

8.5 X × × 

87.3 × × × 

74.8 × × × 

25.3 。 × × 

25.7 。 。 × 

16.6 。 × × 

763.4 。 。 × 

865.1 。 。 × 

129.9 。 。 × 

302.6 。 。 × 

56.0 。 。 × 

39.9 × × × 

資料 r杓ぷ9 {I: 1:11 di.ilïrllJilこ報J mf) 1:1\ dJ ，U'JrlIJ協会先行

データはギ}J比9{1:3} 131 11割れ

1)佐川町は平成9{，')ß'に都市川Idlj以域を指定
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表2.3.4 都市区域人口、 面積の状況

人口
都市計画 都市計画 面積 都市計画 都市計阿

用途地域
自治体名 区域人口 人口率 (krr1) 区域面積(krri) 区域率

[A) [B) (B/ A] (C J [D) (D/C) 
面積(krri) 

筑豊地域 飯塚市 83.4 82.9 99.4% 71.8 53.2 74.0% 17.0 

山田市 12.7 12.6 99.2% 22.1 2l.7 98.4UI<。 0.0 

稲築町 20.5 20.4 100.0% 17.3 17.3 100.0% 。。

秘波町 26.9 25.2 93.7% 25.3 15.3 60.5% 0.0 

庄内町 11.3 11.2 100.0% 25.7 25.7 100.0�ん 1.7 

頴田町 7.5 7.4 100.0% 16.6 16.6 100.0% 。。

小計 162.2 159.7 98.5% 178.8 149.8 83.8% 18.7 

空知地域 夕張市 17.1 16.7 97.7% 763.4 93.6 12.3% 12.7 

芦別市 22.9 20.5 89.5% 865.1 23.4 21Yo 6.9 

赤平市 17.4 17.4 100.0% 129.9 54.7 42.1% 7.0 

三笠市 15.1 15.1 100.0% 302.6 47.6 15.7% 9.6 

歌志内市 6.9 6.9 100.0% 56.0 38.4 68.7% 3.5 

小言十 79.4 

郡市iil・両道路

延長(同)
改良済

改良本延長(km)

飯塚t!î 58.3 17.9 30.8% 

1111I1t!í 。 。 。 。

稲築町 9.1 3.3 36.1% 

被波P1r 11.9 5.6 46.7% 

JI]人lP1r 12.7 。 。 0.0% 

知IllPJr 11.0 11.0 100.0% 

筑I���小，fI 103.0 37.8 36.6% 

夕張t!i 11.6 8.1 69.2% 

jり)IJt!i 36.9 26.9 72.9% 

A、、Ii.t!i 31.0 20.8 67.1% 

ーヤr.t!i 31.8 20.1 63.4% 

::IXぷ内t!i 16.3 7.7 47.0% 

シ�知小，iI 127.6 83.6 65.5% 

76.6 96.5% 2，116.9 257.7 12.2% 39.8 

資料 r、i' 成9 {I:都dî，itïthj{l:鰍J 01イ)再�Sdi，ihtl'l協会発行

データは、|λj占9íl・3) J 31 ".ê，UI; 

表2. 3. 5 都市計画施設の状況

.tlll市公闘

。11耐 供)If

筒所 間積(ha) 筒所 i百i梢(ha)

50 109.57 38 72.34 

。 0.00 。 0.00 

6 96.96 5 14.00 

6 2.72 4 1.02 

5 13.96 5 13.96 

2 27.30 2 27.30 

69 250.51 54 128.62 

17 104.32 16 64.54 

39 42.30 34 13.15 

23 24.42 19 23.15 

23 27.67 22 23.25 

6 5.71 6 5.71 

108 204.42 97 129.80 
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公共卜水道

，ìt'ii!ij fMII 

{l�)I!ヰt 処EIU又域(ha) 処.flHI天城(ha) 早権側ヰt

66.0% 1，736 613 35.3% 

14.4% 

37.5% 

100.0% 

100.0% 

51.3% 1，736 613 35.3% 

61.9% 440 129 29.3% 

31.1% 693 391 56.4% 

94.8% 695 320 46.0% 

84.0% 893 253 28.3% 

100.0% 352 250 71.0% 

63.5% 3.073 1，343 43.7% 

資料 r、".)点9 {1'!ftlt!Jd!ïtilj{1仰J (11-1) /;f，t!i"lllill協会ftl J 

データは‘ド成9 q 3 IJ 311 J尉(1.



( 2 )公共施設の整備状況

公共施設の充実度は筑豊と空知では大きな格差がある。11常的な生活|き|が"IMrlIで、完結してい

る空知では、 各都市が図書館、 ホールなどの文化施設や体育館、 プールなどの��JJlt!i設をイJして

いる。 また温泉やスキー場などの観光資源に恵まれ、 各都市とも観光客を受け入れるための?Î吋1

施設を整備している。これらの施設の整備には産炭地域振興等の莫大な公的補助金が使われてき

た。 また夕張市の「石炭の歴史村J、 三笠市の「鉄道記念館」など炭鉱時代の遺産をテーマにした

観光施設も見られる。 一方筑豊の各自治体では、 運動施設の充実度は空知と比較しても遜色ない

が、 図書館やホールなと、の文化施設の充実度は低い。 また観光資源に乏しく、 入り込み観光存数

も少ないことから、 公的な宿泊施設の整備は遅れている。 全般的に見ると空知の円治体敢に施設

が充実しているのは、 比較的大規模な文化施設を有する飯塚市だ、けで、ある。 n常的な生活降|が数

治体にまたがっている筑豊では、白都市にはない周辺市町村の施設を住民が相互に利用すると

いった広域的なサービスを提供するシステムが求められている。

( 3 )交通インフラの整備状況とアクセス

炭鉱全盛時代は石炭輸送を鉄道が担っていたため、 筑豊、 空知ともに地域の鉄道網や輸送ノJは

充実していた。しかし炭鉱が閉山し、貨物収益が激減した結果、ほとんどの路線が赤字となり、法

幹路線以外の路線の多くは廃止に追い込まれた。時を同じくしてモータリゼーションが大きく進

展したため、 市民の自動車への依存度はますます高くなった。 筑豊、 空知ともに、 新たな産業へ

の転換を図るため、 工場団地の造成や企業誘致を積極的に進め、 高速道路へのアクセス道路の整

備や、 主要国道、 道・県道の整備に力を入れてきた。 これは前述した産炭地域振興による公的な

補助金が後ろ盾となったのは言うまでもない。この数十年にわたりこのような道路整備を続けて

きた結果、現在の両地域の自動車交通の利便性は他の地域と比較すると高水準にあると5判l町でき

る。特に筑豊では福岡市・北九州市の両百万都市圏まで50km以内の圏内にあることから、 近年|可

地域へのアクセスの向上が大きな政策課題となっている。福岡市と穂波町を結ぶ口動車専用道路

はすでに供用され、 飯塚市や田川市方面への延伸事業も進行中であり、 また鉄道では筑豊本線・

篠栗線の電化が2000年度には完成する予定である。 このような大都市岡への時間距離の短縮と、

電化によるイメージアップとの相乗効果で、 今後生活問が広がる可能性は卜分にあると三える。
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飯塚市

山田市

桂川町

稲築町

碓井町

嘉秘町

筑秘町

秘波町

庄内町

頴田町

夕張市

芦別市

赤平市

三笠市

歌志内市

上砂川町

表2.3. 6 各都市の主な公共施設の設置状況

図 文 博
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自官 lzb三h 館

自官

美
ホ やf.r

館
jレ

• • 圃
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• 
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• • • 

圃 • 

• • • 

• • 

• 

• 

給、 体 ア 里子 フ 武 ス 日 宿 キ 物
i口』 τ同D; 一

球 道 キ 帰 泊 ヤ 産一

j重 自官 ス 場 jレ 場 り 施 ノ nに口1 

動 コ 場 1昆 壬日f又L フ 販

場 泉 場 τj[じr 

ト 施
モ日き又rL 

• • • • • • • • • 

• • • • • • • • 

• • • • • • 

• • • • • 

• • • • 

• • • • • • 

• • • • • • 

• • • • • 

• • • • • 

• • • • 

• • • • • • • • • • 

• • • • • • • • • • 

• • • • • • • 

• • • • • • • • • • • 

• • • • • • • • 

• • • • • • • 

資料: r名活断!日山bPlj村遊覧Jも!，\Il({l�，� ，liÞlf村災'，if共済)，1;金利líi'他党ti

、，)f(び1こ作Il1ldiのdiPlf勢佐覧. パンフレット吟から{↑iJX:
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産炭地域振興政策の評価3 3. 2. 

( 1 )投資的事業の評価

前述したように、産炭地域には様々な形で公的な補助金が大量に投入されて振興が凶られてき

に、 いかに筑輩、 空知に重点的に予算が配た。 ここでは昭和34年以降の財政関係のデータ(1)を

体に占める地域内の投資的事業分されてきたかを検証する。 なおデータはまず図2. 3. 2は道県

費(2)の割合と、 道県全体に占める地域内の人口の割合との比較を示している。筑豊では昭和134年

以降投資的事業費の割合が人口の割合を超えており、 また空知でも昭和53年から趨えている。 こ

致しており、地域の政

策が石炭優先から産炭地域振興に転換したためだと考えられる。表2. 3. 7に示すように|昭和34年

れは相次いで炭鉱が閉山し地域の石炭産業が事実上終わった時期とほぼ

投資的事業費(筑豊)

ーー人口(筑豊)

崎

知

-

拘
ヱ

、

ft・-

h

口入

、

、h
 

h可

道県総額・総人口に占める割合8% 

7% 

6% 
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4目

3% 

2% 

1% 

む
世
川昨

寸
世
川昨

N
世
川昨

円
。
居
留

←
田
口
惜
官

。
町
長
堕

巴
居
留

巴
長
官

門
的
ロ
時
E

F
m
居
留

。
寸
口
惜
盟

h
寸
ロ
時
型

的
寸
ロ
時
匡

門
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留
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E

S
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h
門
口
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皆

目
門
口
惜
堕

0% 

(財)地方財務協会発行「市町村別決算状況調J資料

地域における投資的事業費及び人口の道県に占める訓A図2. 3. 2 

両地域における投資的事業費総額(昭和34年~平成6年)表2.3.7

(巾位:億円)

項目 筑豊地域 空知地域

一般会計歳出 14，279 11，336 

投資的事業費総計 4，742 3，428 

普通建設事業費 3，024 3，154 

災害復旧事業費 307 98 

失業対策事業費 1，411 172 

「市町村別決算状況調J (財)地方財務協会発行

※空知地域は上砂川町を除く5市のデータ
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から平成6年までの36年間に、 筑豊では4，700億円、 宅知では3，400億円を趨す投資的事業が行

われてきた。その中でも筑豊地域では道路工事や上地造成などの建設的な事業に川いられる失業

対策事業が大きなウエイ卜を占め、 普通建設事業の約下分にも当たる1，400位、fljが使われている

ことが大きな特徴である。

図2. 3. 3 は投資的事業費の人口に対する割合及び自治体の財政状況を表す財政力指数(:nと公債

費負担比率(4)の推移を示している。 両地域とも石炭 産業の哀退とともに向治体の石炭産業からの

税収が大幅に減少したことから、財政力指数は1960年代の3分の1から2分のlにまで法ち込ん

でいる。 にもかかわらず投資的事業費を確保し、 都市基盤の整備を行うことができたのは、[司や

県による産炭地域振興の莫大な補助金を受けてきた背景があり、空知では特に産炭地域振興政策

に加えて北海道開発政策の事業も併せて事業費を投入できたことが、現在の都市J走幣整備につな

がったと言える。 以下に両地域の財政の特徴を示す。

[筑豊地域の特徴〕

1 ) 財政力指数は1960年代にピークの半分以下にまで下降し、 昭和49年(1974年)には0.22

にまで落ち込んだ。 しかしその後は微増傾向にあり、 現在ではO. 30 前後で推移している。

2)公債費負担比率は1970年代に入り急速に上昇し、 昭和59年(1984年)には20%に迫った。

現在ではピーク時よりは低くなったが、 12"-'13%前後で推移している。

3)人口1人当たりの投資的歳出は昭和56年(1980年)まで急速に上昇したが、その後5年間

にピーク時の約3/4まで減少した。しかし昭和63年(1983年)から再び上昇するという大きな

変動を繰り返している。 なお平成3年(1991年 )に大きく上昇したのは、 前年の台風被害による

災害対策事業費が急増したためである。

[空知地域の特徴)

1 )財政力指数は昭和50年(1970年)にかけて減少し、 その後の10年間は-D_は上昇傾向に

あったが、 現在では0.20 を切っており、 筑豊よりもさらに0.10ポイント少ない。

2 ) 公債費負担比率は昭和48年 (1973年)以降上昇を続けており、 現イEでは15%を超えてい

る。

3)投資的事業費の総額は昭和53年(1978年)頃から15億円前後で同水準を保っている。 し

かし人口の急激な減少もあって、 人口l人当たりの投資的歳山で見ると、 年々芹í }JIlしており、.gl

在では筑豊と比較すると約1.5倍近くある。

( 2 )地域振興政策の評価

産炭地域振興政策を両地域で、比較する際に考慮すべき点として、両地域の都市形成の歴史的背

京の違いがあげられる。 筑豊では炭鉱閉鉱以前から農村集結が存在し、者1) ，11として成立していた

市街地周辺に集中的に坑口が設けられた。したがって炭鉱会社が供給した従業以川の炭鉱住宅や

福利厚生施設は既存の市街地内に密集して整備され、 炭鉱集落が連担して拡大していった。 しか
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し、 鉱道が地表面から比較的浅い位置にあり、 しかも市街地|人jを縦横に茂いていたため、 採炭に

伴う地盤沈Fが生じ、特に閉山以後にその状況が顕著になった。 ゾ�.�;�知では炭鉱が1mおよされた

当時、集落はわずかしか存在せず、坑円も集落からはずれた地域に設けられることが多かった。し

たがって炭鉱を中心とした市街地は分散して配置された。 しかも鉱道が筑豊と比較すると深し刈\L

置にあったため、地盤沈下による鉱害はほとんど起こらなかった。この都市形成の歴史の違いが、

その後の産炭地域振興政策にも大きな影響を与える。

前述したように筑豊・空知の両地域では炭鉱閉山以後、 多額の補助金が導入され、 地域振興と

いう同じ目的の基に都市インフラの整備が進められたが、鉱害復旧や失業対策が中心であった筑

豊に対し、 鉱害がなかった空知では道路、 下水道、 公共施設といった都市インフラの供備がrl'心

で、 その事業手法は全く異なっていた。

筑豊では地盤沈下した道路や家屋の嵩上げを行う鉱害復旧が都市基盤整備の中心事業だ、ったが、

道路の改良や新設、 下水道の整備といった効果的なインフラ事業には直接つながらなかった。 そ

の理由としては、 道路や家屋の現状復旧が目的であったこと、 事業費がすべて|羽や県からの補助

金で自治体が計画的に事業を実施できなかったこと、失業対策事業の意味介いが強かったことな

どが考えられる。 また失業対策事業としてはその他にも炭鉱跡地などの遊休地において工業卜tl地

の造成などが実施されたが、 企業の誘致は当初の計画通りには進まず、住宅同地への川途の転換

が実施されたケースも見られる。

一方空知では筑豊のような鉱害は発生せず、 多額の補助金を最大限に活かし、 インフラ整備や

公共事業中心によるまちづくりが行われてきた。 その結果いずれの都市も道路や下水道の整備:窄

が高くホールなどの文教施設やスキー場・温泉などの観光施設が充実しており、 都市基盤の成熟

度は非常に高いと評価できる。

しかし成熟した都市基盤を作り上げた空知では人口が激減し、効果的な者ß I�打基幣整備に立ち遅

れた筑豊では、 一時の人口減少に歯止めがかかり、 現在では人口は増加傾向にあるといったど予防

が見られる。 筑豊では鉱害復旧などの失業対策事業の受け皿が強固であったため、 炭鉱離n裁再の

流出は最小限に抑えられ、 大きな人口減少がくい止められた。 近年では福岡・北九州|可丙万者1) dI 

圏への交通アクセスの向上によって人口増加著しい町も見られる。逆にもともと内地からの移民

者の多かった空知では、冬季の生活条件が厳しいこともあって閉山とともに多数が流出したこと

から人口は激減した。 炭鉱を中心とした集結は急速に過疎化が進み、 低符?な市街地が分散化する

傾向を生み、 その結果行政サービスの非効率化を生み出した。 人口減少が続いていた時期も公共

施設や大規模な観光施設などが整備され、 その結果施設の維持管理費が噌大し、rl治体の財政)J

を急速に低下させる原因となった。

このように石炭産業衰退後は同じ産炭地域振興政策が取られたにもかかわらず、都市政策のノj

向性の違いで、市街地整備だけで、はなく、その後の人口動態にも大きな影響をうえたことが分かっ

た。
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2. 3. 4 小結

以上述べたように、 石炭産業の衰退後は国家の優先課題として多額の補助令が投入され、 J7't_民

地域振興が図られた。 ここでは筑豊、 空知の両地域を比較することで、 都市政策の選択が以後の

人口動態も含めて、 現在の両地域の都市環境に大きな違いとなって表れたことが実証できた。特

に筑豊では鉱害復旧事業が都市基盤整備に与えた影響が多大であったことが分かつた。次節では、

炭鉱時代から産炭地域の市街地における中心的役割を果たしてきた公的基盤整備地区を対象とし

て、 閉山後から現在までの整備状況を整理し、 現在の地区の課題を整理するとともに、 今後の整

備方策について検討を行う。
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